
京都大学・地球環境学堂・教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１４３０１

基盤研究(B)（一般）

2019～2017

気候変動への適応力のある社会システム構築に向けた法政策の理論分析

Climate Change Adaptation: Exploring Law and Policy

８０２３２８０９研究者番号：

宇佐美　誠（usami, makoto）

研究期間：

１７Ｈ０２４４５

年 月 日現在  ２   ５ ２５

円     9,700,000

研究成果の概要（和文）：本研究課題は、公正かつ効果的な気候変動政策を策定・実施できる社会システムの構
築をめざし、分配的正義論・責任論・民主制論の先端的知見を活用しつつ原理的考察を行った上で、環境法学・
政策分析と接続して法政策を構想することを目的とする。この目的を達成するため、学際的研究体制を構築して
共同研究を実施した。その結果、排出量分配の新理論の構築、民主的政策決定の視野の拡張、ナッジ理論を活用
した政策設計、日米の気候変動関連法の分析などを成し遂げた。そして、本研究課題および関連の諸課題につい
て、多数の英語・邦語の論文・書籍を公刊するとともに、国内外の会議にて招待講演・研究報告等を行った。

研究成果の概要（英文）：This research project aims to propose a set of fair and effective climate 
change policies in a multidisciplinary way by linking the philosophical study on climate justice, 
theoretical and positive approaches to policy analysis, and comparative and international 
environmental law. As the result of our research activities, we proposed new distributive justice 
theories on emission allowances, developed views on democracy that can respond to long-term problems
 and concern for future generations, advanced the use of nudge theory in the context of mitigation, 
and carried out legal analysis of climate laws and regulations in Japan and the United States. We 
have published numerous papers and books in English as well as Japanese and delivered lectures and 
presentations at international and domestic conferences.

研究分野： 法哲学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
人類にとって喫緊の課題である気候変動に関して、従来は、気候正義と呼ばれる政治哲学的・道徳哲学的研究、
政策分析上の理論研究・実証研究、環境法学上の解釈論・立法論が、相互に無関連な形で発展してきた。こうし
た学界状況を踏まえて、原理的研究・実証的研究・法学的研究を緊密に連関させた統合的探究を実施したのが、
本研究課題である。その研究成果は、統合性ある学際的研究の実作としての学術的意義をもつ他、原理的分析に
裏打ちされた政策分析および法学的考察を可能としたという社会的意義を有する。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
(1) 気候変動・気候変動政策の哲学的考察を行う気候正義論においては、緩和策と並んで適応
策への関心が近年高まってきた。緩和策の推進に必須である温室効果ガス排出権ないし排出削
減義務の地球規模での分配原理に加えて、気候変動に対して特に脆弱である途上国での適応策
費用の全部または一部を先進国が負担する義務の有無および根拠が、多くの理論家によって検
討されている。しかし、適応策は先進国でも必要であるのみならず、主要先進国による適応の
成否は世界経済ひいては人類全体の厚生に重大な影響を与えうるにもかかわらず、先進国の適
応策に関する気候正義論的研究は極めて乏しい。 
 
(2) 政策分析においては、適応策を含む気候変動政策に関して実証研究が蓄積されてきた他、
気候変動に特徴的である超長期的影響や顕著な不確実性に着目した理論研究も進展している。
また、環境法学では、国際環境法や主要先進国の環境法の最新動向が把握され、解釈論・立法
論ともに発展している。しかしながら、政策分析でも環境法学でも、気候正義論での原理的考
察との関連づけや照合なしに研究が行われてきた。 
 
 
２．研究の目的 
(1) １．で述べた研究開始時の研究状況を踏まえて、気候変動の適応策を基軸としつつ緩和策
も射程に含め、公正かつ効果的な気候変動政策を策定し実施することができる社会システムの
構築をめざし、原理的考察を行った上で、政策分析・環境法学と接続して学際的視座から法政
策を構想することが、本研究の目的である。 
 
(2) この目的を追求する際、気候正義論の主要な観点をなす分配的正義論の他、気候変動の超
長期性のゆえに配慮対象に含めるべき将来世代への責任論、気候変動政策が民主的政治過程を
経て策定されることから重要となる民主制論、気候変動政策での活用可能性が期待される行動
経済学上のナッジ理論、法的思考と政策的思考の異同、さらには日本を含む先進諸国での気候
変動関連法の最新動向についても、先端的知見を活用しつつ研究を推進した。 
 
 
３．研究の方法 
(1) ２．で述べた研究目的の下、法哲学を基軸としつつ政策分析・環境法学の視点も導入する
学際的アプローチを、基本方針として採用した。 
 
(2) 研究組織については、(1)の基本方針にのっとり、法哲学を専門としつつ勤務校で地球環境
政策の研究室を主宰する宇佐美を研究代表者として、法哲学から瀧川・那須が、政策分析の理
論研究から足立が、環境法学から高村・松本が参集した。 
また、国際学界での最新の研究状況を踏まえて研究活動を行うべく、政策分析の第一人者や

第一線で活躍中の研究者を海外共同研究者（研究協力者）として迎え、共同研究を行った。1
人は、熟議的政策分析の重鎮であり気候変動を含む環境政策の研究蓄積も豊富なフランク・フ
ィッシャー（ラトガーズ大学名誉教授、フンボルト大学客員研究員）であり、もう 1人は、環
境政策・環境ガバナンスのナラティヴ分析などで国際的知名度をもつラウル・レジャノ（ニュ
ーヨーク大学准教授）である。 
 
(3) 研究目的を効果的に達成するため、原理班・思考班・構想班を設けて、研究活動を進めた。
それと並行して、全体会合での討議を通じ、班間の相互連絡と全体的統合を常に維持するよう
努めた。 
 
(4) 研究機関の 3 カ年度を、[1]基盤整備段階（平成 29 年度）、[2]構築・展開段階（平成 30
年度）、[3]総合・完成段階（令和元年度）に分けて、計画的に研究を推進した。 
 
[1]基盤整備段階には、[1-1]文献の収集・分析による学問的蓄積の共有化、[1-2]文献の収集・

分析による現在の研究状況の把握、[1-3]主要論点の析出、[1-4]先端的研究の捕捉を予定し、
いずれも計画通りに実施した。それに加えて、[1-5]中間成果の発表も多数行うことができた。 
 
[2]構築・展開段階では、[2-1]先端的研究の捕捉の継続、[2-2]理論構築、[2-3]共同討議を

通じた理論彫琢、[2-4]中間成果の個別的・共同的発表を予定通り実施した。 
 
[3]総合・完成段階には、[3-1]共同討議を通じた理論彫琢の継続、[3-2]研究成果の個別的発

表の継続、[3-3]各研究成果の有機的統合と最終成果物の発表を予定し、[3-1]・[3-2]を完遂し
た。[3-3]については、４．(7)を参照されたい。 
 
 
４．研究成果 



(1) ３．に記した方法に基づき研究活動を遂行した結果、主要な研究成果として、以下のもの
が得られた。 
 
(2) 先進国での適応策費用の分配を含む気候正義論上の新たな分配理論の基礎を、具体的法政
策も視野に入れつつ構築した。 
 
(3) 気候変動という超長期的問題への対処や将来世代の配慮を民主制はいかに実現しうるかと
いう理論的課題について、現実の法制度や政策を考慮しつつ新たな解決法を考案した。 
 
(4) 気候変動政策でのナッジ理論の活用に向けた理論的基礎を構想した。 
 
(5) 日米を中心として先進諸国の気候変動関連法の最新動向を把握し、原理的考察を踏まえつ
つ今後の政策課題を提示した。 
 
(6) 研究成果および関連する諸主題の論文・書籍・学会報告等は、以下の通りである。 
 
[1]平成 29年度の中間成果としては、[1-1]宇佐美による気候政策と民主制に関する国際会議

報告や、気候政策における発展の権利を検討した国際会議報告、[1-2]足立が公共政策全般を考
察した国際会議招待講演や、わが国の政策分析への評価を行った論文、[1-3]高村による国際環
境法、パリ協定、日本の気候政策その他に関する多数の論文および国際会議招待講演、[1-4]
那須が多元的法理論を論じた英語論文、[1-5]瀧川が国境の法哲学的考察を行った論文および国
際会議招待講演、[1-6]松本による土地所有権の人口論的考察の著書や、富の共有に関する著書
などが挙げられる。 
 
[2]平成 30年度については、[2-1]宇佐美が公刊した気候正義論の編著論文集、人口問題に世

代間正義論を適用した論文、熟議民主制の解明・検討を行った国際会議報告、[2-2]足立による
民主制と長期的問題に関する国際会議報告、[2-3]那須によるナッジに関する論文、[2-4]瀧川
が気候変動下の動物の考慮を分析した論文、[2-5]松本による水法改革・漁業制度・森林管理関
係法等に関する多数の国際会議・国内学会での報告などがある。 
 
[3]令和元年度には、国際公共政策学会の大会（モントリオール）において、宇佐美とフィッ

シャーが気候変動と民主制の危機および可能性をテーマとするパネルを共同で開催し、両者と
もに報告を行った他、瀧川も気候変動下での民主的権威を分析する報告を行った。その他の成
果としては、[3-1]宇佐美による気候変動の歴史的責任に関する国際会議での基調講演、[3-2]
足立による民主制の長期的問題対応力に関する英語論文と国際会議招待講演、[3-3]高村・松本
による環境規制の最新論点を扱った論文集、そして[3-4]松本による米国州法の環境規制等に関
する論文などが挙げられる。関連して、[3-5]那須による運平等主義・福祉国家に関する重要書
の翻訳もある。 
 
(7) 最終成果物となる英語論文集を、海外共同研究者に加えて欧米の第一級の専門家からも寄
稿を得つつ、欧米の出版社から公刊するべく、準備を鋭意進めている。 
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